高知県畜産経営維持緊急支援資金利子補給事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和４３年高知県規則第７号。以下「規則」という。）第２４条に基づき、高知県畜産経営維持緊急支援資金利子補給事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条　県は、借入金の償還が困難となっている大家畜又は養豚の経営体（第８条において「借受者」という。）が、経営の維持及び安定を図るために、次に掲げる要綱及び要領の規定に基づく資金を借り入れる場合は、その資金を融通する事業（以下「融通事業」という。）を行う融資機関に対して予算の範囲内で利子補給を行うものとする。
（１）畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施要綱（平成２１年６月３日付け２１農畜機第１１１５号）

（２）畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施要領（平成２１年７月１３日付け２１農畜機第１７８０号承認。平成２１年７月１３日付け２１年発畜生協第３号）

（補助対象期間）
第３条　補助対象期間は、貸付けの実行の日から２５年以内とする。

（補助金の額）
第４条　県が融資機関に対して交付する補助金の額は、別表に定めるとおりとする。
（補助金の交付の申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする融資機関は、別記第１号様式による補助金交付申請書を作成の上、管轄する家畜保健衛生所を経由して融通事業を実施した年度の１月末日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の交付の決定）

第６条　知事は、前条の規定により提出された補助金交付申請書を審査し、その内容が適当であると認めるときは、補助金の交付を決定し、その旨を当該融資機関に通知するものとする。
（融通事業の実績報告）

第７条　融資機関は、融通事業を完了したときは、融通事業の３０日を経過した日又は当該年度の３月３１日までのいずれか早い時期に別記第２号様式による事業実績報告書を作成し、管轄する家畜保健衛生所を経由して知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度４月１５日までに提出しなければならない。
（補助金の取消し等）
第８条　知事は、借受者又は融資機関が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既に補助金が交付されているときは、その全額又は一部の返還を命ずることができる。

（１）この要綱の規定に違反したとき又は融通事業に関し不正の行為があったとき。

（２）補助金の交付の条件に違反したとき。

（３）融通事業の実施方法が著しく不適当であると認めるとき。

（補助金の経理等）
第９条　補助金の交付の目的を達成するため、融資機関は、補助金に係る経理についての事実を明確にした証拠書類を整理し、かつ、当該証拠書類を融通事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（情報公開）

第１０条　融通事業に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項に規定する非開示項目以外の項目は、原則として開示を行うものとする。
（委任）
第１１条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については、別に知事が定める。

附則

この要綱は、平成２２年１１月１９日から施行する。

別表（第４条関係）
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	畜産経営維持緊急
支援資金
	基準金利から貸付利率及び一般社団法人畜産生産者団体協議会からの利子補給率を引いた利率で計算した額以内


